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1．はじめに

　近年、兵庫県南部地震、東日本大震災などの震度 7をはじめ、震度 6 強以上の大地震が日
本全国で起こっている。特に飲料水は日常生活に欠くことのできないものであり、大地震などの災
害時にも緊急用の飲料水を確保することが重要である。
　このため、災害に強い水道施設を構築する必要があり、施設の耐震化、供給システム全体
ではバックアップ機能を充実するなど耐震化を図っている。その中で、耐震貯水槽は災害時の初
期対応として緊急用の飲料水を確保するための施設として設置が強く望まれる。
　ダクタイル鉄管による耐震貯水槽は、配水管の一部に大口径ダクタイル鉄管を組み込み、貯水
槽の役割を果たせるもので、平常時は水道管路の一部として機能し、災害時に管路が破損して
も両端の弁を遮断することにより、弁間の水が耐震貯水槽に貯留され緊急用水源として活用する
ことができる。
　また、ダクタイル鉄管による耐震貯水槽は、一般財団法人　日本消防設備安全センターの「二
次製品等飲料水兼用耐震性貯水槽認定基準」を満たした製品である。
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2．特　長

　ここで述べる耐震貯水槽はダクタイル鉄管で構成されているので、下記のような多くの特長を有
しており、貯水槽として優れた性能を備えている。

（１） 強度が大で、耐震性、水密性に優れている。
　引張強さ４２０Ｎ／mm2以上、伸び１０％以上の強度を有し、内外圧に対する安全性が高く、阪
神淡路大震災で耐えた実績がある。
　また、継手の水密性も優れている。

（２） （一財）日本消防設備安全センターの認定品である。
　（一財）日本消防設備安全センターの認定基準を満足している製品であるので信頼で
きる。

（３） 停滞水の懸念がなく、飲料水として使用できる。
　配水管路の一部を形成しているので、水の停滞がなく、常に清浄な水が確保される構造と
なっている。
　これらは実験および実管路によって確認されている。

　（４） 貯水規模および形式が選択でき、設置場所の制約が少ない。
　パイプ構造で、呼び径、長さ、形状などが選択でき、校庭、公園、広場、駐車場、道路下などに
埋設し、地上は有効活用できる。

　（５） 耐久性に優れている。
　鋳鉄としての優れた耐食性を有し、かつ、内外面にライニング、防食塗装を施しているので耐
久性がある。
　なお、ポリエチレンスリーブ被覆工法を併用すれば一層効果的である。

　（６） 施工性が良い。
　施工性が良いので、工期が短縮できる。
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３．設置場所

　設置場所は、想定した地震による水道施設の被害予測及び総合的な震災対策計画等に基づ
くとともに、既設の送・配水系統に影響を与えない位置に流出・流入管を接続できるかなどを考慮し
選定する。設置は以下の条件を満たす場所が望ましい。　

（１）貯水槽の点検、修理及び水質検査等の維持管理が容易に行える。
（２）貯水槽の設置、貯水槽からの応急給水などに支障が生じない広さをもつ。
（３）貯水槽より下流側に、一定の需要があり、滞留水による水質劣化を防止できる。
（４）貯水槽の設置場所は、良好な地盤を選定する。やむを得ず、液状化のおそれがある地盤に
　設置する場合は、貯水槽の浮力に対する安全性について検討するなど、液状化対策を行う。
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4．　構造、仕様

4． 1　容　量
　標準容量４０m3､５０m3､６０m3､１００m3が選択でき、その他、種々の容量を設計できる。
　災害時の各避難場所に貯水槽を設置することにすれば、貯水槽の容量は計画避難人口に
基づいて決定することができる。例えば、必要飲料水を３ℓ／人･日とし、１万人に対し３日間給水
する場合の必要貯水量は約１００m3となる。
　給水人口と必要貯水量の関係は図１の通りである。

　　　　

4． 2　呼び径および長さ
　管の呼び径は次の３種類を標準とし、条件に応じて選択できる。
　　（１）  呼び径１５００
　　（２）  呼び径２０００
　　（３）  呼び径２６００
　呼び径別の貯水槽容量と全長との関係は図２、表１の通りで、設置条件により選定する。

 

図１　貯水量－給水人口

備考　貯水量は１人１日３ℓを３日間
　　　給水するとした場合を示す。

図2　貯水槽容量と全長の関係

m3

m3

給 水 人 口  （人）

（
貯
水
量　

）

２００

１５０

１００

５０

５，０００ １０，０００ １５，０００ ２０，０００

全 　 長（m）

容
量
（ 

）

２００

１５０

１００

５０

１０ ２０ ３０ ４０
１７.０１９.３ ２８.９ ３３.０

呼び径２６００

呼び径２０００

呼び径１５００

呼び径２６００

呼び径２０００

呼び径１５００

－ 4 －― 4 ― ― 5 ―



4．　構造、仕様

4． 1　容　量
　標準容量４０m3､５０m3､６０m3､１００m3が選択でき、その他、種々の容量を設計できる。
　災害時の各避難場所に貯水槽を設置することにすれば、貯水槽の容量は計画避難人口に
基づいて決定することができる。例えば、必要飲料水を３ℓ／人･日とし、１万人に対し３日間給水
する場合の必要貯水量は約１００m3となる。
　給水人口と必要貯水量の関係は図１の通りである。

　　　　

4． 2　呼び径および長さ
　管の呼び径は次の３種類を標準とし、条件に応じて選択できる。
　　（１）  呼び径１５００
　　（２）  呼び径２０００
　　（３）  呼び径２６００
　呼び径別の貯水槽容量と全長との関係は図２、表１の通りで、設置条件により選定する。

 

図１　貯水量－給水人口

備考　貯水量は１人１日３ℓを３日間
　　　給水するとした場合を示す。

図2　貯水槽容量と全長の関係

m3

m3

給 水 人 口  （人）

（
貯
水
量　

）

２００

１５０

１００

５０

５，０００ １０，０００ １５，０００ ２０，０００

全 　 長（m）

容
量
（ 

）

２００

１５０

１００

５０

１０ ２０ ３０ ４０
１７.０１９.３ ２８.９ ３３.０

呼び径２６００

呼び径２０００

呼び径１５００

呼び径２６００

呼び径２０００

呼び径１５００

－ 4 －

表1　貯水槽容量と全長の関係

貯水槽の長さ　ｍ
直　線　部

栓の長さ 総延長5ｍ管の
本数

4ｍ管の
本数

3ｍ管の
本数

全長
帽の長さ

１５００

２０００

２６００

４０
５０
６０
４０
５０
６０
１００
６０
１００

１
２
４

２
１
６

４
４
３
２
１
３

４

２３.８５
２８.８５
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２０.０４
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１２.２８
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１

３
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4． 3　構　造
　耐震貯水槽は下図のように、本体は大口径ダクタイル鉄管を使用し、それにバルブや給水口、
採水口などの付属機器を取り付ける。平常時には水道管路の一部として清浄水が停滞するこ
となく流れ、地震時などの緊急時には流入・流出連絡管のバルブを遮断することにより、貯水槽
の水が確保され非常用の水源として活用できる。
　なお、分散型と集中Ⅰ型の緊急遮断弁から貯水槽までの流入・流出管は、ＮＳ形、GX形など
の耐震継手管を使用する。集中Ⅱ型は緊急遮断弁搭載型である。いずれも、槽内の清掃が行
いやすいよう、若干の勾配をつけておくなどの配慮が望ましい。
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4. 4　接合形式
　貯水槽の本体部はＵＦ形、ＬＵＦ形などの離脱防止継手を用いて構成する。全長が長くなる場
合は必要に応じてＳ形管を挿入する。貯水槽で使用されるUF形、LUF形は、継手部のモルタル
充填範囲が一般管路の場合と異なるので注意を要する。

（１）  ＵＦ形

（２）  ＬＵＦ形

（３）  Ｓ形

ロックリング ゴム輪 押輪

ロックリング

ロックリング
バックアップリング

ゴム輪

ゴム輪

押輪

押輪

図6　接合形式
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5．　安全性検討

　　安全性の検討は、（一財）日本消防設備安全センターの認定基準に従って行う。
　一例として、呼び径２６００、容量１００m3タイプの平常時および地震時の計算例を以下に示す。

　5． 1　平常時の検討
5． 1． 1　検討条件
　（１） 呼び径 Ｄ ：２６００mm
　（２） 管外径 Ｄ２ ：２６８４mm
　（３） 管厚 Ｔ ：２５.０mm（４.５種管）
　（４） 土かぶり Ｈ ：１.６m
　（５） 静水圧 ＰＳ ：０.７４ＭＰａ
　（６） 水撃圧 Ｐｄ ：０.４９ＭＰａ
　（７） 路面荷重 ：２５０ｋＮトラック
　（８） 貯水槽の全長 ＬＡ ：１９.２８m
　（９） 土の単位体積重量 γＳ ：１７.７ｋＮ／m3

　（１０） 飽和土の単位体積重量 γｆ ：１９.６ｋＮ／m3

　（１１） 水の単位体積重量 γＷ ：９.８ｋＮ／m3

　（１２） ダクタイル鋳鉄の単位体積重量 γｄ ：７０.１ｋＮ／m3

　（１３） ダクタイル鋳鉄の引張強さ σ０ ：４２０Ｎ／mm2

　（１４） 管底支持角 ：９０゚

5． 1． 2　管の安全性（管断面方向）

　（１）  応力に対する安全性
　　①　計算管厚
　　　　管の公称管厚は２５.０mmであり、これより正味管厚および鋳造管厚を求める。

　　　　　Ｔ－１≧１０mmより
　　　　　ｔ  ＝Ｔ／１.１－２.０＝２５.０／１.１－２.０＝２０.７mm
　　　　　ｔ１ ＝ｔ＋２.０＝２０.７＋２.０＝２２.７mm

　　　　　　ここに、Ｔ　　：公称管厚（mm）
　　　　　　　　　ｔ　１）　：正味管厚（mm）……………応力の計算に使用する。
　　　　　　　　　ｔ １２）　：鋳造管厚（mm）……………たわみの計算に使用する。

　　　　注 １）　公称管厚から鋳造公差および腐食代を差し引いたもの。

　　　　　 ２）　正味管厚ｔに腐食代を加えたもの。
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5．　安全性検討

　　安全性の検討は、（一財）日本消防設備安全センターの認定基準に従って行う。
　一例として、呼び径２６００、容量１００m3タイプの平常時および地震時の計算例を以下に示す。

　5． 1　平常時の検討
5． 1． 1　検討条件
　（１） 呼び径 Ｄ ：２６００mm
　（２） 管外径 Ｄ２ ：２６８４mm
　（３） 管厚 Ｔ ：２５.０mm（４.５種管）
　（４） 土かぶり Ｈ ：１.６m
　（５） 静水圧 ＰＳ ：０.７４ＭＰａ
　（６） 水撃圧 Ｐｄ ：０.４９ＭＰａ
　（７） 路面荷重 ：２５０ｋＮトラック
　（８） 貯水槽の全長 ＬＡ ：１９.２８m
　（９） 土の単位体積重量 γＳ ：１７.７ｋＮ／m3

　（１０） 飽和土の単位体積重量 γｆ ：１９.６ｋＮ／m3

　（１１） 水の単位体積重量 γＷ ：９.８ｋＮ／m3

　（１２） ダクタイル鋳鉄の単位体積重量 γｄ ：７０.１ｋＮ／m3

　（１３） ダクタイル鋳鉄の引張強さ σ０ ：４２０Ｎ／mm2

　（１４） 管底支持角 ：９０゚

5． 1． 2　管の安全性（管断面方向）

　（１）  応力に対する安全性
　　①　計算管厚
　　　　管の公称管厚は２５.０mmであり、これより正味管厚および鋳造管厚を求める。

　　　　　Ｔ－１≧１０mmより
　　　　　ｔ  ＝Ｔ／１.１－２.０＝２５.０／１.１－２.０＝２０.７mm
　　　　　ｔ１ ＝ｔ＋２.０＝２０.７＋２.０＝２２.７mm

　　　　　　ここに、Ｔ　　：公称管厚（mm）
　　　　　　　　　ｔ　１）　：正味管厚（mm）……………応力の計算に使用する。
　　　　　　　　　ｔ １２）　：鋳造管厚（mm）……………たわみの計算に使用する。

　　　　注 １）　公称管厚から鋳造公差および腐食代を差し引いたもの。

　　　　　 ２）　正味管厚ｔに腐食代を加えたもの。
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　　②　土圧分布
　　　　土かぶり荷重および地下水圧と、路面荷重による土圧分布を図７に示す。

　　③　管体発生応力
　　　ⅰ）  内圧により管体に発生する引張応力

　　　　　　　（Ｓｆ１Ｐｓ＋Ｓｆ２Ｐｄ）Ｄ　  （２.５×０.７４＋２×０.４９）×２６００
　　　　　σｔ＝ ＝
 ２ｔ ２×２０.７

　　　　　　＝１７７.７３Ｎ／mm2

　　　　　　　ここに、  σｔ ：内圧による管体の引張応力（Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　  Ｓｆ１ ：静水圧に対する安全率（＝２.５）
　　　　　　　　　　  ＰＳ ：静水圧（＝０.７４ＭＰａ）
　　　　　　　　　　  Ｓｆ２ ：水撃圧に対する安全率（＝２）
　　　　　　　　　　  Ｐｄ ：水撃圧（＝０.４９ＭＰａ）
　　　　　　　　　　  Ｄ ：呼び径（＝２６００mm）
　　　　　　　　　　  ｔ ：正味管厚（＝２０.７mm）

　　　ⅱ）  外圧により管体に発生する曲げ応力
　　　　ア）  曲げモーメント係数
　　　　　　管頂および管底における曲げモーメント係数を表１に示す。ここに、土かぶり荷重
　　　　　および地下水圧による曲げモーメント係数ＫｆおよびＫｆ’は管底支持角９０°の場合を
　　　　　示す。路面荷重による曲げモーメント係数ＫｔおよびＫｔ’は定数である。

Ｗｆ

Ｗｆ／ｓｉｎθ

Ｗｔ

Ｗｔ

１.６４Ｗｔ

２ θ

２ θ ： 管底支持角

土かぶり荷重および地下水圧による土圧分布 路面荷重による土圧分布

図7　土圧分布

 管　頂 管　底
 Ｋｆ Ｋｔ Ｋｆ’ Ｋｔ’
 １２１×１０－６ ７６×１０－６ １６０×１０－６ １１×１０－６

表2　曲げモーメント係数
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　　　　イ）  土かぶり荷重による土圧
　　　　　  土かぶり荷重による土圧は以下に示す垂直公式で計算する。ここに土の単位体 
　　　　　積重量は、地下水位が地表面まである場合を想定した飽和土の値を使用する。

　　　　　Ｗｆ＝γｆＨ＝１９.６×１.６＝３１.３６０ｋＮ／m2

　　　　　　　ここに、  Ｗｆ ：平常時の土かぶり荷重による土圧（ｋＮ／m2）
　　　　　　　　　　  γｆ ：飽和土の単位体積重量（＝１９.６ｋＮ／m3）
　　　　　　　　　　  Ｈ ：土かぶり（＝１.６m）

　　　　ウ）  路面荷重による土圧
　　　　　  路面荷重による土圧は、２５０ｋＮトラックの後輪荷重を４５°分散させた以下の式よ
　　　　　り求める。

 ２Ｐ２ ２×１００
　　　　　　Ｐ＝－（１＋ｉ）＝－×（１＋０.３）＝９４.５５ｋＮ／m
 Ｗ ２.７５

　　　　　　　ここに、 Ｐ ：トラック後輪の車軸方向単位長さ当り荷重（ｋＮ／m）
　　　　　　　　　　 Ｐ２ ：トラック後輪荷重（＝４／５×１／２×Ｕ＝１００ｋＮ）
　　　　　　　　　　 Ｕ ：トラック重量（＝２５０ｋＮ）
　　　　　　　　　　 W ：車両占有幅（＝２.７５m）
　　　　　　　　　　 ｉ ：衝撃係数（＝０.３）

 Ｐ ９４.５５
　　　　　　∴Ｗｔ＝－＝－＝２７.８０９ｋＮ／m2
 ２Ｈ＋０.２ ２×１.６＋０.２

　　　　　　　ここに、  Ｗｔ ：平常時の路面荷重による土圧（ｋＮ／m2）

　　　　エ）  外圧により管頂に発生する曲げ応力

 Ｓｆ３×６（ＫｆＷｆ＋ＫｔＷｔ）Ｒ２
　　　　　　σｂ管頂＝－
 ｔ２

       ２×６×（１２１×１０－６×３１.３６０＋７６×１０－６×２７.８０９）×１３００２
　　　　　　　　  ＝
    ２０.７２

　　　　　　　　  ＝２７９.６２Ｎ／mm2

　　　　　　　ここに、 σｂ管頂 ：外圧により管頂に発生する曲げ応力（Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　 Ｓｆ３ ：土かぶり荷重と路面荷重による土圧に対する安全率（＝２）
　　　　　　　　　　 Ｋｆ ：土かぶり荷重による曲げモーメント係数（＝１２１×１０－６）
　　　　　　　　　　 Ｋｔ ：路面荷重による曲げモーメント係数（＝７６×１０－６）
　　　　　　　　　　 Ｒ ：管半径（＝Ｄ／２＝１３００mm）
　　　　　　　　　　 ｔ ：正味管厚（＝２０.７mm）
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　　　　イ）  土かぶり荷重による土圧
　　　　　  土かぶり荷重による土圧は以下に示す垂直公式で計算する。ここに土の単位体 
　　　　　積重量は、地下水位が地表面まである場合を想定した飽和土の値を使用する。

　　　　　Ｗｆ＝γｆＨ＝１９.６×１.６＝３１.３６０ｋＮ／m2

　　　　　　　ここに、  Ｗｆ ：平常時の土かぶり荷重による土圧（ｋＮ／m2）
　　　　　　　　　　  γｆ ：飽和土の単位体積重量（＝１９.６ｋＮ／m3）
　　　　　　　　　　  Ｈ ：土かぶり（＝１.６m）

　　　　ウ）  路面荷重による土圧
　　　　　  路面荷重による土圧は、２５０ｋＮトラックの後輪荷重を４５°分散させた以下の式よ
　　　　　り求める。

 ２Ｐ２ ２×１００
　　　　　　Ｐ＝－（１＋ｉ）＝－×（１＋０.３）＝９４.５５ｋＮ／m
 Ｗ ２.７５

　　　　　　　ここに、 Ｐ ：トラック後輪の車軸方向単位長さ当り荷重（ｋＮ／m）
　　　　　　　　　　 Ｐ２ ：トラック後輪荷重（＝４／５×１／２×Ｕ＝１００ｋＮ）
　　　　　　　　　　 Ｕ ：トラック重量（＝２５０ｋＮ）
　　　　　　　　　　 W ：車両占有幅（＝２.７５m）
　　　　　　　　　　 ｉ ：衝撃係数（＝０.３）

 Ｐ ９４.５５
　　　　　　∴Ｗｔ＝－＝－＝２７.８０９ｋＮ／m2
 ２Ｈ＋０.２ ２×１.６＋０.２

　　　　　　　ここに、  Ｗｔ ：平常時の路面荷重による土圧（ｋＮ／m2）

　　　　エ）  外圧により管頂に発生する曲げ応力

 Ｓｆ３×６（ＫｆＷｆ＋ＫｔＷｔ）Ｒ２
　　　　　　σｂ管頂＝－
 ｔ２

       ２×６×（１２１×１０－６×３１.３６０＋７６×１０－６×２７.８０９）×１３００２
　　　　　　　　  ＝
    ２０.７２

　　　　　　　　  ＝２７９.６２Ｎ／mm2

　　　　　　　ここに、 σｂ管頂 ：外圧により管頂に発生する曲げ応力（Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　 Ｓｆ３ ：土かぶり荷重と路面荷重による土圧に対する安全率（＝２）
　　　　　　　　　　 Ｋｆ ：土かぶり荷重による曲げモーメント係数（＝１２１×１０－６）
　　　　　　　　　　 Ｋｔ ：路面荷重による曲げモーメント係数（＝７６×１０－６）
　　　　　　　　　　 Ｒ ：管半径（＝Ｄ／２＝１３００mm）
　　　　　　　　　　 ｔ ：正味管厚（＝２０.７mm）
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　　　　オ）  外圧により管底に発生する曲げ応力

 Ｓｆ３×６（Ｋｆ’Ｗｆ＋Ｋｔ’Ｗｔ）Ｒ２
　　　　　　σｂ管底＝－
 ｔ２

 ２×６×（１６０×１０－６×３１.３６０＋１１×１０－６×２７.８０９）×１３００２
　　　　　　　　  ＝
 ２０.７２

　　　　　　　　  ＝２５１.９６Ｎ／mm2

　　　　　　　ここに、 σｂ管底 ：外圧により管底に発生する曲げ応力（Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　 Ｋｆ’ ：土かぶり荷重による曲げモーメント係数（＝１６０×１０－６）
　　　　　　　　　　 Ｋｔ’ ：路面荷重による曲げモーメント係数（＝１１×１０－６）

　　　　　　以上の計算より、エ）とオ）の大きい方を採用する。
　　　　　　したがって、σｂ＝２７９.６２Ｎ／mm2

　　　ⅲ）  合計応力
　　　　内圧による引張応力と、外圧による曲げ応力に０.７を乗じて引張応力に換算したもの
　　　を加えると合計応力となる。

　　　　　σ＝σｔ＋０.７σｂ＝１７７.７３＋０.７×２７９.６２＝３７３.４６Ｎ／mm2≦σO

　　　　　　　ここに、σ ：合計応力（Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　σO ：ダクタイル鋳鉄の引張強さ（＝４２０Ｎ／mm2）

　（２）  たわみに対する安全性
　　①　土かぶり荷重によるたわみ

 Ｗｆ（Ｄ／２）４ ３１.３６０×（２６００／２）４
　　　　　　δｆ＝ｋｆ－＝８４×１０－６×－＝４８.２mm
 ＥＩ １６００００×９７４.８

　　　　　　　ここに、  δｆ ：平常時の土かぶり荷重によるたわみ量（mm）
　　　　　　　　　　  ｋｆ ：土かぶり荷重によるたわみ係数
 （＝８４×１０－６、ただし管底支持角２θ＝９０°の場合）
　　　　　　　　　　  Ｅ ：ダクタイル鋳鉄の弾性係数（＝１６００００Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　  Ｉ ：断面２次モーメント
 ｂｔ１３
 （＝－＝９７４.８mm４、ｂ＝１mm）
 １２

　　　　　　　　　　  ｔ１ ：鋳造管厚（＝２２.７mm）
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　　②　路面荷重によるたわみ

 Ｗｔ（Ｄ／２）４ ２７.８０９×（２６００／２）４
　　　　　δｔ＝kｔ－＝３０×１０－６×－＝１５.３mm
 ＥＩ １６００００×９７４.８

　　　　　　　ここに、δｔ ：平常時の路面荷重によるたわみ量（mm）
　　　　　　　　　　kｔ ：路面荷重によるたわみ係数（＝３０×１０－６）

　　③　合計たわみ量およびたわみ率

　　　　　δ＝δｆ＋δｔ＝４８.２＋１５.３＝６３.５mm

　　　　　　　ここに、δ ：合計たわみ量（mm）

 δ ６３.５
　　　　　Ｒｂ＝－×１００＝－×１００＝２.４４％≦３％（設計たわみ率）
 Ｄ ２６００

　　　　　　　ここに、Ｒｂ ：たわみ率（％）

　（３）  結果
　これより、発生応力はダクタイル鋳鉄の引張強さ以下、たわみ率は３％以下となり安全で
ある。
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 ＥＩ １６００００×９７４.８
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　　　　　　　　　　kｔ ：路面荷重によるたわみ係数（＝３０×１０－６）
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　　　　　δ＝δｆ＋δｔ＝４８.２＋１５.３＝６３.５mm

　　　　　　　ここに、δ ：合計たわみ量（mm）

 δ ６３.５
　　　　　Ｒｂ＝－×１００＝－×１００＝２.４４％≦３％（設計たわみ率）
 Ｄ ２６００

　　　　　　　ここに、Ｒｂ ：たわみ率（％）

　（３）  結果
　これより、発生応力はダクタイル鋳鉄の引張強さ以下、たわみ率は３％以下となり安全で
ある。
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5. 1. 3　管の安全性（管軸方向）
　図８に示すように、貯水槽には静水圧および水撃圧による不平均力が作用する。水圧による
不平均力は次式で求まる。

 π π
　　　ＦＰ＝－Ｄ２２（ＰＳ＋Ｐｄ）＝－×２.６８４２×（７４０＋４９０）
 ４ ４

　　　　＝６９５９.２ｋＮ

　　　　　　　ここに、 ＦＰ ：平常時の水圧による不平均力（ｋＮ）
　　　　　　　　　　 Ｄ２ ：管外径（＝２.６８４m）
　　　　　　　　　　 ＰＳ ：静水圧（＝０.７４ＭＰａ＝７４０ｋＮ／m2）
　　　　　　　　　　 Ｐｄ ：水撃圧（＝０.４９ＭＰａ＝４９０ｋＮ／m2）

　これより、不平均力は呼び径２６００ＬＵＦ形継手の離脱防止力（７８００ｋＮ）よりも小さく安全で
ある。

ＦＰ ＦＰ

図8　貯水槽に作用する不平均力
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5. 1. 4　浮上および沈下に対する安全性

（１）  浮上に対する安全性
　貯水槽は、非常時の給水で貯水槽内の水がなくなった場合でも地下水による浮力で貯
水槽が浮上しないことが必要である。本条件における土かぶりで管の浮上を防止できる地
下水位の計算結果を以下に示す。図９に地下水位の位置を示す。

　　　ＷＰ＋ＸＤ２γＳ＋Ｄ２（Ｈ－Ｘ）（γＳ－γＷ）＝－Ｄ２２γｗＳｆ
 ４
 １ π
　　　∴Ｘ＝－　－Ｄ２２Ｓｆ＋Ｄ２Ｈ  γＷ－Ｄ２ＨγＳ－ＷＰ
 γＷＤ２ ４
 １ π
　　　　　＝－　－×２.６８４２×１.２＋２.６８４×１.６  ×９.８－２.６８４×１.６×１７.７－１７.５
 ９.８×２.６８４ ４

　　　　　＝０.５７m

　　　　　　　ここに、 Ｘ ：浮上を防止できる地下水位（m）
　　　　　　　　　　 Ｄ２ ：管外径（＝２.６８４m）
　　　　　　　　　　 Ｓｆ ：安全率（＝１.２）
　　　　　　　　　　 Ｈ ：土かぶり（＝１.６m）
　　　　　　　　　　 γＷ ：水の単位体積重量（＝９.８ｋＮ／m3）
　　　　　　　　　　 γＳ ：土の単位体積重量（＝１７.７ｋＮ／m3）
　　　　　　　　　　 ＷＰ ：管の単位長さ重量（＝１７.５ｋＮ／m、ＬＵＦ形直管の場合）

　これより、本条件で浮上を防止できる地下水位は０.５７mまでとなり、地下水位がこれより深
いところにあれば特別な浮上防止策は必要ない。
　なお、地下水位がこれよりも浅い場合は、コンクリート床板を打設して管と床板を鋼製バンド
で固定する等の対策が必要となる。

貯水槽

地表面

地下水位
Ｘ

Ｈ

図9　浮上を防止できる地下水位

 π
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5. 1. 4　浮上および沈下に対する安全性
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　貯水槽は、非常時の給水で貯水槽内の水がなくなった場合でも地下水による浮力で貯
水槽が浮上しないことが必要である。本条件における土かぶりで管の浮上を防止できる地
下水位の計算結果を以下に示す。図９に地下水位の位置を示す。

　　　ＷＰ＋ＸＤ２γＳ＋Ｄ２（Ｈ－Ｘ）（γＳ－γＷ）＝－Ｄ２２γｗＳｆ
 ４
 １ π
　　　∴Ｘ＝－　－Ｄ２２Ｓｆ＋Ｄ２Ｈ  γＷ－Ｄ２ＨγＳ－ＷＰ
 γＷＤ２ ４
 １ π
　　　　　＝－　－×２.６８４２×１.２＋２.６８４×１.６  ×９.８－２.６８４×１.６×１７.７－１７.５
 ９.８×２.６８４ ４

　　　　　＝０.５７m

　　　　　　　ここに、 Ｘ ：浮上を防止できる地下水位（m）
　　　　　　　　　　 Ｄ２ ：管外径（＝２.６８４m）
　　　　　　　　　　 Ｓｆ ：安全率（＝１.２）
　　　　　　　　　　 Ｈ ：土かぶり（＝１.６m）
　　　　　　　　　　 γＷ ：水の単位体積重量（＝９.８ｋＮ／m3）
　　　　　　　　　　 γＳ ：土の単位体積重量（＝１７.７ｋＮ／m3）
　　　　　　　　　　 ＷＰ ：管の単位長さ重量（＝１７.５ｋＮ／m、ＬＵＦ形直管の場合）

　これより、本条件で浮上を防止できる地下水位は０.５７mまでとなり、地下水位がこれより深
いところにあれば特別な浮上防止策は必要ない。
　なお、地下水位がこれよりも浅い場合は、コンクリート床板を打設して管と床板を鋼製バンド
で固定する等の対策が必要となる。

貯水槽

地表面

地下水位
Ｘ

Ｈ

図9　浮上を防止できる地下水位

 π
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（２）  貯水槽設置後の地盤沈下に対する安全性
　貯水槽を設置すると、貯水槽の体積に相当する現地盤の土の重量が、貯水槽重量と槽
内水重の合計に置換される。一例として、分散型で異形管の内面がモルタルライニングの場
合の地盤沈下に対する安全性の検討結果例を以下に示す。

　①　貯水槽の重量
　　ⅰ）  管重 （ 直管 ） ・ ４m直管（８７.１ｋＮ）×４本 ：３４８.４ｋＮ
 （異形管） ・ 帽（８８.１ｋＮ）×１個 ：８８.１ｋＮ
  ・ 栓（６５.２ｋＮ）×１個 ：６５.２ｋＮ
　　　　　　　　　　∴ Ｗ１＝５０１.７ｋＮ
　　ⅱ）  槽内水重 Ｗ２＝９８６.６ｋＮ（貯水容量による）
　　ⅲ）  合計 ＷＴ＝Ｗ１＋Ｗ２＝１４８８.３ｋＮ

　②　貯水槽と置換される土の重量

　　　ＷＳ＝－Ｄ２２ＬＡγＳ＝－×２.６８４２×１９.２８×１７.７＝１９３０.８ｋＮ
 ４ ４

　　　　　　ここに、Ｄ２ ：管外径（＝２.６８４m）
　　　　　　　　　ＬＡ ：貯水槽の全長（＝１９.２８m）
　　　　　　　　　γＳ ：土の単位体積重量（＝１７.７ｋＮ／m3）

　③　地盤沈下に対する安全性
　これより、貯水槽および槽内の水の重量（ＷＴ）と、貯水槽と置換される現地盤の土の重
量（ＷＳ）を比較すると、ＷＴのほうが軽くなる。したがって、貯水槽設置後の底面の地盤へ
の上載荷重は貯水槽設置前よりも減少することになり、貯水槽の設置によって地盤の圧密
沈下を促進する可能性は低いものと考えられる。

現地盤の土の重量（ＷＳ） 貯水槽重量＋槽内水重（ＷＴ）
置換

（ＷＳ＞ＷＴ）

大 小
貯水槽下の地盤への上載荷重

図10　貯水槽設置後の貯水槽下の地盤への路面荷重
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5. 2　地震時の検討

5. 2. 1　検討条件
（１） 呼び径 Ｄ ：２６００mm
（２） 管外径 Ｄ２ ：２６８４mm
（３） 管厚 Ｔ ：２５.０mm（４.５種管）
（４） 土かぶり Ｈ ：１.６m
（５） 静水圧 ＰＳ ：０.７４ＭＰａ
（６） 水撃圧 Ｐｄ ：０.４９ＭＰａ
（７） 路面荷重 ｐ ：１０ｋＮ／m2の分布荷重
（８） 設計水平震度 ｋｈ ：０.２８８
（９） 設計垂直震度 ｋｖ ：０.１４４（＝０.５ｋｈ）
（１０） 貯水槽の全長 ＬＡ ：１９.２８m
（１１） 土の単位体積重量 γＳ ：１７.７ｋＮ／m3

（１２） 飽和土の単位体積重量 γｆ ：１９.６ｋＮ／m3

（１３） ダクタイル鋳鉄の単位体積重量 γｄ ：７０.１ｋＮ／m3

（１４） ダクタイル鋳鉄の引張強さ σO ：４２０Ｎ／mm2

（１５） 管と土の摩擦係数 μ ：０.３
（１６） 管底支持角 ：９０°

5. 2. 2　管の安全性（管断面方向）
　計算管厚、土圧分布、曲げモーメント係数等は平常時の検討に準じる。また地震時動水圧は、
静水圧や水撃圧と比べてほとんど影響しない程度であるため考慮しない。

　（１）  応力に対する安全性
　　①　内圧により管体に発生する引張応力

 （Ｓｆ１ＰＳ＋Ｓｆ２Ｐｄ）Ｄ （２.５×０.７４＋２×０.４９）×２６００
　　　σｔ＝
 ２ｔ ２×２０.７

　　　　＝１７７.７３Ｎ／mm2

　　　　　　　ここに、  σｔ ：内圧による管体の引張応力（Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　  Ｓｆ１ ：静水圧に対する安全率（＝２.５）
　　　　　　　　　　  ＰＳ ：静水圧（＝０.７４ＭＰａ）
　　　　　　　　　　  Ｓｆ２ ：水撃圧に対する安全率（＝２）
　　　　　　　　　　  Ｐｄ ：水撃圧（＝０.４９ＭＰａ）
　　　　　　　　　　  Ｄ ：呼び径（＝２６００mm）
　　　　　　　　　　  ｔ ：正味管厚（＝２０.７mm）

＝
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5. 2　地震時の検討

5. 2. 1　検討条件
（１） 呼び径 Ｄ ：２６００mm
（２） 管外径 Ｄ２ ：２６８４mm
（３） 管厚 Ｔ ：２５.０mm（４.５種管）
（４） 土かぶり Ｈ ：１.６m
（５） 静水圧 ＰＳ ：０.７４ＭＰａ
（６） 水撃圧 Ｐｄ ：０.４９ＭＰａ
（７） 路面荷重 ｐ ：１０ｋＮ／m2の分布荷重
（８） 設計水平震度 ｋｈ ：０.２８８
（９） 設計垂直震度 ｋｖ ：０.１４４（＝０.５ｋｈ）
（１０） 貯水槽の全長 ＬＡ ：１９.２８m
（１１） 土の単位体積重量 γＳ ：１７.７ｋＮ／m3

（１２） 飽和土の単位体積重量 γｆ ：１９.６ｋＮ／m3

（１３） ダクタイル鋳鉄の単位体積重量 γｄ ：７０.１ｋＮ／m3

（１４） ダクタイル鋳鉄の引張強さ σO ：４２０Ｎ／mm2

（１５） 管と土の摩擦係数 μ ：０.３
（１６） 管底支持角 ：９０°

5. 2. 2　管の安全性（管断面方向）
　計算管厚、土圧分布、曲げモーメント係数等は平常時の検討に準じる。また地震時動水圧は、
静水圧や水撃圧と比べてほとんど影響しない程度であるため考慮しない。

　（１）  応力に対する安全性
　　①　内圧により管体に発生する引張応力

 （Ｓｆ１ＰＳ＋Ｓｆ２Ｐｄ）Ｄ （２.５×０.７４＋２×０.４９）×２６００
　　　σｔ＝
 ２ｔ ２×２０.７

　　　　＝１７７.７３Ｎ／mm2

　　　　　　　ここに、  σｔ ：内圧による管体の引張応力（Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　  Ｓｆ１ ：静水圧に対する安全率（＝２.５）
　　　　　　　　　　  ＰＳ ：静水圧（＝０.７４ＭＰａ）
　　　　　　　　　　  Ｓｆ２ ：水撃圧に対する安全率（＝２）
　　　　　　　　　　  Ｐｄ ：水撃圧（＝０.４９ＭＰａ）
　　　　　　　　　　  Ｄ ：呼び径（＝２６００mm）
　　　　　　　　　　  ｔ ：正味管厚（＝２０.７mm）

＝
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　　②　外圧により管体に発生する曲げ応力
　　　ⅰ）  土かぶり荷重による土圧

　土かぶり荷重による土圧は、平常時の土圧に地震時の設計垂直震度による増
加分を見込むものとする。

　　　　　Ｗｆ’＝Ｗｆ（１＋ｋｖ）＝３１.３６０×（１＋０.１４４）＝３５.８７６ｋＮ／m2

　　　　　　　ここに、 Ｗｆ’ ：地震時の土かぶり荷重による土圧（ｋＮ／m2）
　　　　　　　　　　 Ｗｆ ：平常時の土かぶり荷重による土圧（＝３１.３６０ｋＮ／m2）
　　　　　　　　　　 ｋｖ ：設計垂直震度（＝０.１４４）

　　　ⅱ）  路面荷重による土圧
　地震時の路面荷重は１０ｋＮ／m2相当の分布荷重とし、これに設計垂直震度による
増加分を見込むものとする。

　　　　　Ｗｆ’＝ｐ（１＋ｋｖ）
　　　　　　　＝１０×（１＋０.１４４）＝１１.４４０ｋＮ／m2

　　　　　　　ここに、 Ｗｔ’ ：地震時の路面荷重による土圧（ｋＮ／m2）
　　　　　　　　　　 ｐ　 ：路面荷重（＝１０ｋＮ／m2）

　　　ⅲ）  外圧により管頂に発生する曲げ応力

 Ｓｆ３×６（ＫｆＷｆ’＋ＫｔＷｔ’）Ｒ２
　　　σｂ管頂’＝
 ｔ２

    ２×６×（１２１×１０－６×３５.８７６＋７６×１０－６×１１.４４０）×１３００２
　　　　　 ＝
 ２０.７２

　　　　　 ＝２４６.６０ｋＮ／mm2

　　　　　　　ここに、 σｂ管頂’ ：外圧により管頂に発生する曲げ応力（ｋＮ／mm2）
　　　　　　　　　　 Ｓｆ3 ：土かぶり荷重と路面荷重による土圧に対する安全率（＝２）
　　　　　　　　　　 Ｋｆ ：土かぶり荷重による曲げモーメント係数（＝１２１×１０－６）
　　　　　　　　　　 Ｋｔ ：路面荷重による曲げモーメント係数（＝７６×１０－６）
　　　　　　　　　　 Ｒ ：管半径（＝Ｄ／２＝１３００mm）
　　　　　　　　　　 ｔ ：正味管厚（＝２０.７mm）
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　　　ⅳ）  外圧により管底に発生する曲げ応力

 Ｓｆ３×６（Ｋｆ’Ｗｆ’＋Ｋｔ’Ｗｔ’）Ｒ２
　　　　　σｂ管底’＝
 ｔ２

 ２×６×（１６０×１０－６×３５.８７６＋１１×１０－６×１１.４４０）×１３００２
　　　　　　　 ＝
 ２０.７２

　　　　　　　 ＝２７７.６３Ｎ／mm2

　　　　　　　ここに、  σｂ管底’ ：外圧により管底に発生する曲げ応力（Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　  Ｋｆ’   ：土かぶり荷重による曲げモーメント係数（＝１６０×１０－６）
　　　　　　　　　　  Ｋｔ’ ：路面荷重による曲げモーメント係数（＝１１×１０－６）

　　　　　以上の計算より、ⅲ）とⅳ）の大きい方を採用する。
　　　　　したがって、σｂ’＝２７７.６３Ｎ／mm2

　　③　合計応力
　内圧による引張応力と、外圧による曲げ応力に０.７を乗じて引張応力に換算したもの
を加えると合計応力となる。

　　　　　σ’＝σｔ＋０.７σｂ’＝１７７.７３＋０.７×２７７.６３＝３７２.０７Ｎ／mm2≦σO

　　　　　　　ここに、  σ’ ：合計応力（Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　  σO ：ダクタイル鋳鉄の引張強さ（＝４２０Ｎ／mm2）

　（２）  たわみに対する安全性
　　①　土かぶり荷重によるたわみ

 Ｗｆ’（Ｄ／２）４ ３５.８７６×（２６００／２）４
　　　　　δｆ’＝ｋｆ－＝８４×１０－６×－
 ＥＩ １６００００×９７４.８

　　　　　　 ＝５５.２mm

　　　　　　　ここに、  δｆ’ ：地震時の土かぶり荷重によるたわみ量（mm）
　　　　　　　　　　  ｋｆ ：土かぶり荷重によるたわみ係数
 （＝８４×１０－６、ただし管底支持角２θ＝９０°の場合）
　　　　　　　　　　  Ｅ ：ダクタイル鋳鉄の弾性係数（＝１６００００Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　  Ｉ ：断面２次モーメント
 ｂｔ１３
 （＝－＝９７４.８mm４、ｂ＝１mm）
 １２
　　　　　　　　　　  ｔ１ ：鋳造管厚（＝２２.７mm）
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　　　ⅳ）  外圧により管底に発生する曲げ応力

 Ｓｆ３×６（Ｋｆ’Ｗｆ’＋Ｋｔ’Ｗｔ’）Ｒ２
　　　　　σｂ管底’＝
 ｔ２

 ２×６×（１６０×１０－６×３５.８７６＋１１×１０－６×１１.４４０）×１３００２
　　　　　　　 ＝
 ２０.７２

　　　　　　　 ＝２７７.６３Ｎ／mm2

　　　　　　　ここに、  σｂ管底’ ：外圧により管底に発生する曲げ応力（Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　  Ｋｆ’   ：土かぶり荷重による曲げモーメント係数（＝１６０×１０－６）
　　　　　　　　　　  Ｋｔ’ ：路面荷重による曲げモーメント係数（＝１１×１０－６）

　　　　　以上の計算より、ⅲ）とⅳ）の大きい方を採用する。
　　　　　したがって、σｂ’＝２７７.６３Ｎ／mm2

　　③　合計応力
　内圧による引張応力と、外圧による曲げ応力に０.７を乗じて引張応力に換算したもの
を加えると合計応力となる。

　　　　　σ’＝σｔ＋０.７σｂ’＝１７７.７３＋０.７×２７７.６３＝３７２.０７Ｎ／mm2≦σO

　　　　　　　ここに、  σ’ ：合計応力（Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　  σO ：ダクタイル鋳鉄の引張強さ（＝４２０Ｎ／mm2）

　（２）  たわみに対する安全性
　　①　土かぶり荷重によるたわみ

 Ｗｆ’（Ｄ／２）４ ３５.８７６×（２６００／２）４
　　　　　δｆ’＝ｋｆ－＝８４×１０－６×－
 ＥＩ １６００００×９７４.８

　　　　　　 ＝５５.２mm

　　　　　　　ここに、  δｆ’ ：地震時の土かぶり荷重によるたわみ量（mm）
　　　　　　　　　　  ｋｆ ：土かぶり荷重によるたわみ係数
 （＝８４×１０－６、ただし管底支持角２θ＝９０°の場合）
　　　　　　　　　　  Ｅ ：ダクタイル鋳鉄の弾性係数（＝１６００００Ｎ／mm2）
　　　　　　　　　　  Ｉ ：断面２次モーメント
 ｂｔ１３
 （＝－＝９７４.８mm４、ｂ＝１mm）
 １２
　　　　　　　　　　  ｔ１ ：鋳造管厚（＝２２.７mm）
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　　②　路面荷重によるたわみ

 Ｗｔ’（Ｄ／２）４ １１.４４０×（２６００／２）４
　　　　　δｔ’＝kｔ－＝３０×１０－６×－
 ＥＩ １６００００×９７４.８

　　　　　　 ＝６.３mm

　　　　　　　ここに、  δｔ’ ：地震時の路面荷重によるたわみ量（mm）
　　　　　　　　　　  kｔ ：路面荷重によるたわみ係数（＝３０×１０－６）

　　③　合計たわみ量およびたわみ率

　　　　　δ’＝δｆ’＋δｔ’＝５５.２＋６.３＝６１.５mm
 
　　　　　　　ここに、  δ’ ：合計たわみ量（mm）

 δ’
　　　　　Ｒｂ’＝－×１００
 Ｄ
 ６１.５
　　　　　　  ＝－×１００＝２.３７％≦３％（設計たわみ率）
 ２６００

　　　　　　　ここに、  Ｒｂ’ ：たわみ率（％）

　（３）  結果
　これより、発生応力はダクタイル鋳鉄の引張強さ以下、たわみ率は３％以下となり安全で
ある。

5. 2. 3　管の安全性（管軸方向）

　（１）  水圧に対する安全性
　平常時と同様に、貯水槽には静水圧および水撃圧による不平均力が作用する。水圧
による不平均力は次式で求まる。

 π π
　　　　　ＦＰ＝－Ｄ２２（ＰＳ＋Ｐｄ）＝－×２.６８４２×（７４０＋４９０）
 ４ ４

　　　　　　＝６９５９.２ｋＮ

　　　　　　　ここに、  ＦＰ ：地震時の水圧による不平均力（ｋＮ）
　　　　　　　　　　  Ｄ２ ：管外径（＝２.６８４m）
　　　　　　　　　　  ＰＳ ：静水圧（＝０.７４ＭＰａ＝７４０ｋＮ／m2）
　　　　　　　　　　  Ｐｄ ：水撃圧（＝０.４９ＭＰａ＝４９０ｋＮ／m2）

　これより、不平均力は呼び径２６００ＬＵＦ形継手の離脱防止力（７８００ｋＮ）よりも小さく
安全である。
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　（２）  地盤の歪または変状に対する管の安全性
　　①　地盤の歪または変状により管に作用する力

　ダクタイル鉄管の剛性は地盤の剛性に比べて充分に大きいため、地震時は管と土
との間に滑りが発生する。特に、防食対策としてポリエチレンスリーブを施工した場合
は、管と地盤は一層滑りやすくなる。このため、地震時に管の管軸方向に作用する力
は、管と土との摩擦力に支配されるものと考えられる。

 
　　　ⅰ）  地盤が弾性的に挙動する場合

　亀裂、崩壊、側方流動等の地盤変状が発生せず弾性的に挙動するような良い
地盤では、管には地震波動による地盤の歪に伴う摩擦力が図１１に示すように作
用する。この場合の管と土との最大摩擦力は貯水槽全長の１／２相当となる。

　　　ⅱ）  地盤変状が発生する場合
　これまでの管路の地震被害調査によると、管路の被害は、亀裂、崩壊、液状化に
よる側方流動等の地盤変状が発生するような地盤の悪いところで多発することが
明らかになっている。一例として、図１２に示すような亀裂が発生した場合を考える
と、管には亀裂に伴う摩擦力が作用する。この場合の管と土との最大摩擦力も貯
水槽全長の１／２相当である。

Ｌ

Ｌ／２ Ｌ／２

管と土との摩擦力 地震波
（平面図）

（縦断図）

Ｌ

Ｌ／２ Ｌ／２

管と土との摩擦力 貯水槽の中央部

地盤亀裂

図11　地盤が弾性的に挙動する場合の管と土との摩擦力

図12　地盤に亀裂が発生した場合の管と土との摩擦力
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　　②　管の安全性
　上記のいずれの場合も、貯水槽中央部付近に作用する力は貯水槽全長の１／２相当
の管と土との摩擦力となり、次式で求まる。

   μπＤ２ＬＡγＳ（Ｈ＋Ｄ２／２）
　　　　　Ｆｍ＝－
 ２
 ０.３×π×２.６８４×１９.２８×１７.７×（１.６＋２.６８４／２）
　　　　　　 ＝
 ２

　　　　　　 ＝１２６９.８ｋＮ

　　　　　　　ここに、  Ｆｍ ：管と土との摩擦力（ｋＮ）
　　　　　　　　　　  μ ：管と土との摩擦係数（＝０.３）
　　　　　　　　　　  Ｄ２ ：管外径（＝２.６８４m）
　　　　　　　　　　  ＬＡ ：貯水槽の全長（＝１９.２８m）
　　　　　　　　　　  γＳ ：土の単位体積重量（＝１７.７ｋＮ／m3）
　　　　　　　　　　  Ｈ ：土かぶり（＝１.６m）

　これより、管に作用する力は呼び径２６００ＬＵＦ形継手の離脱防止力（７８００ｋＮ）より
も小さく安全である。
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6.　管の安全性に関するその他の留意点

　6. 1　管の基礎
　ダクタイル鉄管製貯水槽は一般に使用されている大口径管であり、管の基礎は砂基礎で底面を
平らに均しておく程度でよい。ただし、軟弱地盤で地耐力を向上させる必要がある場合は砕石を
敷いたりコンクリート床版を設置することがある。
　なお、５． １． ４（２）に示すように、貯水槽の設置によって地盤の圧密沈下を促進する可能性は
低いことから、一般にコンクリート床版は必要でない。逆に、堅固なコンクリート床版を設置し、埋
戻し土の突き固めを行わないと管とコンクリート面とが点接触した状態となり、設置後の土かぶり
による土圧や通行車両などの上載荷重が作用したときに、床版との接触点に応力が集中して
管の安全性を損なう危険性が高くなる。このため、コンクリート床版を打設する必要がある場合
は、管と床版との間に少なくとも３０cm以上の砂を敷き、十分に突き固めを行うことが望ましい。
また、特に軟弱な地盤や液状化の発生する可能性の高い地盤では、地盤改良などの補助工法
の検討が必要である。

　6. 2　施工時の管の支持方法
　施工時に管を据付ける時は、図１３に示すように管底の計画高よりも若干深く掘り下げて、砂
で床付けしたうえに施工する。この場合、継手部の下はセットボルトを締めるための空間を確保し
ておく必要がある。
　なお、軟弱地盤などで施工時の管の安定上輪木を使用する場合は、図１４に示すようにあら
かじめ輪木の上面まで砂を敷き、十分突き固めておくなどの対策を行って、輪木との接触点に応
力が集中しないように管底全体で支承させるよう配慮することが望ましい。また、管の支持やレベ
ル調整のため、砂袋を使用する方法もある。

　　

 

ＧＬ

ＧＬ

土圧

砂で床付け

３０cm程度

砂を敷き十分突き固める

継手部

輪木

土圧

図13　施工時の管の支持方法

図14　輪木を使用する場合の支持方法
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　６. ３　液状化に対する貯水槽の安全性

（１）  貯水槽の安全性
　貯水槽の継手はＳ形（耐震継手）、ＬＵＦ形、ＵＦ形（離脱防止継手）で構築されている。
これらの継手は兵庫県南部地震などの過去の大地震において、管路の被害はない。貯水
槽本体は、東日本大震災において貯水槽埋設部の砂層が液状化したが、貯水槽の機能は
損なわれなかった。

（２）  貯水槽の浮上防止対策
　液状化に対する貯水槽の浮上対策には、一般に地盤改良や非液状化材料での埋戻し
を行う地盤の液状化抵抗を増大させる対策や、コンクリート打設して、貯水槽全体の重量を
増大させるなどの対策がある。

図15　コンクリート打設例（断面図）

図16　コンクリート打設例（縦断図）
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7．　水の入れ替わり状況の確認

　7. 1　モデル実験
　貯水槽本体は流入・流出管に比べて口径が大きいので槽内の流れはゆるやかとなり、水の滞
留が懸念されるのでモデル水槽を作り水の入れ替わり状況を確認した。

　実験Ｎｏ．１
　（１）  実験方法

　呼び径１００の透明なアクリル管を用いたモデル水槽を作り、水槽内にメチレンブルー着色
水を満たし、水道水を流入流出させ、水の入れ替わり状況を観察した。

表3　モデル水槽諸元

　（２）  実験結果
　呼び径１００透明管を用いて水の入れ替わり状況を観察した結果、上記の条件で貯水槽
容量の約４～５倍の水量で入れ替わることが分った。

 
Ｎｏ．
 呼び径 管長 

ℓ／Ｄ
 水槽内の流速

  Ｄ ℓ（m）  ｖ（m／ｓ）

 １ １００ ２.８ ２８ ４×１０－３

 ２ 〃 ２.１ ２１ ２　  〃  

 ３ 〃 １.４ １４ １　  〃  

流出量調整用バルブ

排
水

透明アクリル管

送
水

メータ

揚水

タンク

ポンプ

図17　水の入れ替わり状況実験装置

流出量調整用バルブ

排
水

透明アクリル管

送
水

メータ

揚水

タンク

ポンプ
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　同様にして行った実験Ｎｏ．２～４の結果を表4に示す。

表4　水の入れ替わり状況確認実験

実
験  

Ｎｏ.

２

３

４

実　験　装　置
実験モデル

貯 水 槽

１００

６.０

０.１

０.０１

４.７４×１０－３

２００

１.４６

０.０４６

１.５９×１０－３

３.０×１０－３

５００

３

０.５９

２.１６×１０－３

２５.５×１０－３

流 入 管

１０

－

－

１.０

４.７４×１０－３

７.８

－

－

１.０

３.０×１０－３

３０

－

－

０.６

２５.５×１０－３

流出

流出

流入

流入

流出流入

ℓ

ℓ

ℓ

貯水槽容量の
約４倍

貯水槽容量の
４～５倍

貯水槽容量の
４～５倍

呼び径（Ｄ）

長　さ（ℓ）
m

容　量（Ｖ）
m3

流　速（ｖ）
ｍ／ｓ 

流　量（　）
m3／ｍｉｎ

水の入れ  
替わり度  

呼び径（Ｄ）

長　さ（ℓ）
m

容　量（Ｖ）
m3

流　速（ｖ）
ｍ／ｓ 

流　量（　）
m3／ｍｉｎ

水の入れ  
替わり度  

呼び径（Ｄ）

長　さ（ℓ）
m

容　量（Ｖ）
m3

流　速（ｖ）
ｍ／ｓ 

流　量（　）
m3／ｍｉｎ

水の入れ  
替わり度  

注　水の入れ替わり度　＝ （流入量）　／　（貯水槽容量）
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呼び径および長さ φ２６００×１９.３ｍ
分散型

φ１００

１００ｍ３
１００ｍ３

（時間変動なし）

形　　式
流入管・
流出管口径
貯水容量

日流量

トレーサー水 約300g/㍑（飽和食塩水）
を流入水（上水）に混入 

測定項目
①電気伝導率
②流速（図18中の超音波
　流量計による）

水質測定位置 図19参照

0
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20
30
40
50
60
70
80
90
100

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

流入量／貯水容量比

入替わり率99%

置換倍率：約２.４倍

入替わり率：

受水槽

Ｐ
市内の配水管路

空気弁

三フランジＴ字管
（流入水サンプリング用）

三フランジＴ字管
（流出水サンプリング用）

排水
仕切弁

（流量制御用）

三フランジＴ字管
（飽和食塩水注入用）

電気伝導率
測定器（28台）

飽和
食塩水

テフロンチューブ計２８本（貯水槽内26本+流入部,流出部各１本）

測定用ハウス定用

超音波流量計

飽和食塩水注入用ポンプ

流入孔 流出孔

空気弁

排水
ダクタイル鋳鉄管製
耐震貯水槽

Ｐ

採水部詳細

図18　貯水槽の流況調査実験概要
写真１　実験装置内部

図19　水の入替わり率

表5　測定条件

入
替
わ
り
率
（
％
）

　貯水槽の流出部での電気
伝導率が、初期濃度で０％、
トレーサー水と同じ濃度に達
した時を１００％とした。

約
２
ｍ

　7. 2　実機による水の入替わり性能調査（「ダクタイル鉄管」第68号より抜粋）

（１）  入れ替わり率の実測結果
　水の入替わり率と槽内の滞留域の有無を調査するため、図１８および表５に示す実機を
用いた貯水槽の水質測定を行った。測定は、槽内の流況が一定となった後、流入水（電
気伝導率約270μS/cm）に一定量の飽和食塩水を混入することにより、電気伝導率約
650μS/cmとしたトレーサー水を流入させた。
　調査の結果、滞留域は存在せず、貯水槽（φ2600×19.3m）の水の入替わり性能は､日
流量100m3で約２.５～３倍であることがわかった。電気伝導率をトレーサーとした場合の水
の入替わり率を図１９に示す。
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空気弁

排水
ダクタイル鋳鉄管製
耐震貯水槽

Ｐ

採水部詳細

図18　貯水槽の流況調査実験概要
写真１　実験装置内部

図19　水の入替わり率

表5　測定条件

入
替
わ
り
率
（
％
）

　貯水槽の流出部での電気
伝導率が、初期濃度で０％、
トレーサー水と同じ濃度に達
した時を１００％とした。

約
２
ｍ

　7. 2　実機による水の入替わり性能調査（「ダクタイル鉄管」第68号より抜粋）

（１）  入れ替わり率の実測結果
　水の入替わり率と槽内の滞留域の有無を調査するため、図１８および表５に示す実機を
用いた貯水槽の水質測定を行った。測定は、槽内の流況が一定となった後、流入水（電
気伝導率約270μS/cm）に一定量の飽和食塩水を混入することにより、電気伝導率約
650μS/cmとしたトレーサー水を流入させた。
　調査の結果、滞留域は存在せず、貯水槽（φ2600×19.3m）の水の入替わり性能は､日
流量100m3で約２.５～３倍であることがわかった。電気伝導率をトレーサーとした場合の水
の入替わり率を図１９に示す。
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表6　測定条件

図20　貯水槽連絡管近傍概要図

図22　日流量別の日平均残留塩素濃度減少量
　　　(流入管と流出管の残留塩素濃度差)

図21　流入管と流出管での残留塩素濃度の変化
　　（日流量約150ｍ３時）
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流入管・
流出管口径 φ１５０

貯水容量 １００ｍ3

日流量 約１４０ｍ3～４８０ｍ3
（時間変動あり）

流量測定 流入側連絡管部にて、内面設置型
超音波流量計を用いて測定

水質測定 流入側・流出側連絡管部にて、
残留塩素濃度を測定

測定期間 平成１０年９月初旬～１０月下旬
布設年度 平成９年度

：近似曲線

流入管側の濃度が変化した場合、

約２時間後、流出管側でも濃度が変化する。

φ
15
0　
Ｔ
形

流出側測定地点

流入側測定地点

ポンプ室

貯水槽

流
出
方
向
連
絡
管 流

入
方
向
連
絡
管

流量（m3/日）

日
平
均
残
塩
減
少
量

（mg/l）

残
留
塩
素
濃
度

（mg/l）

（２）  日流量と残留塩素濃度減少量の変化
　表６と図２０に示すＡ都市の耐震貯水槽について、貯水槽を通過する日流量を変化さ
せて残留塩素濃度の変化を測定した。図２１、図２２に示す測定結果から、つぎの傾向が
認められた。
①槽内の流況は、「流入管近傍で撹拌混合された流入水が『比較的流速が速い領域』
を通り、流出管近傍に比較的短時間で到達し、流出管近傍の水を撹拌混合しながら流
出していく」と考えられる。
②日流量の増大に伴って、残留塩素濃度の減少の度合いが急激に小さくなるが、ある日
流量以上は、残留塩素濃度減少量はほぼ一定である。（貯水槽（φ2600×19.3m）の場
合は、日流量約300m3以上）

③流入水の残留塩素濃度が０.９mg/㍑程度の場合では、貯水容量１００m3の貯水槽で
日流量２００m3以上を確保できれば、貯水槽内での残留塩素濃度減少量は約０.１mg/
㍑以下である。
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　7. 3　Ｓ市耐震貯水槽における調査結果
　　（１）  構造
　　　　 貯水槽　呼び径：２６００
　　　　　　　　 全　長：１３３m
　　　　　　　　 容　量：７００m3

　　　　 流入管　呼び径：３５０

　　（２）  水の入れ替わりテスト結果

緊急貯水槽（７００m3）ＤＣＩＰφ２６００

急速空気弁　φ１５０

電動バタフライ弁φ３００
平常時：開
緊急時：閉（ ）

平常時：開
緊急時：閉（ ）

平常時：開
緊急時：閉（ ）

流量計

電動バタフライ弁φ３５０

流水管（単孔）

電動バタフライ弁　φ３００
配水管　φ１００
流出管（多孔）
急速空気弁　φ１５０

貯水槽３００m3
非常電源付ポンプ

給水栓

：塩素イオン流出率

：流出水Ｃℓ－濃度

：流入水Ｃℓ－濃度

入れ替わり完了

１００

８０

６０

４０

２０

５５

５０

４５

４０

３５

３０

２５

２０

１５
０ １ ２ ３ ４ ４．３ ５

入れ替わり度（倍）

流
出
率
（
％
）

塩
素
イ
オ
ン
濃
度
（　

／
ℓ
）

図23　貯水槽構造図

図24　流出パターン （「ダクタイル鉄管」第４４号より抜粋）

注　水の入れ替わり度＝（流入量）／（貯水槽容量）

mg
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図23　貯水槽構造図

図24　流出パターン （「ダクタイル鉄管」第４４号より抜粋）

注　水の入れ替わり度＝（流入量）／（貯水槽容量）

mg
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8.　貯水方式

　貯水方式は強制貯水方式と自然貯水方式とに大別される。

　8. 1　強制貯水方式
　（一財）日本消防設備安全センターの認定基準では、緊急遮断装置の設置が必要とされている。
これに対応するものとして、本方式は配水管と貯水槽を接続する流入・流出管路に緊急遮断弁を設
け、弁部に内蔵された検知装置により自動的に弁を開閉させて、貯水槽に水を蓄えるものである。
　緊急遮断弁には、水圧低下によって開閉する水圧感知型や地震計からの外部信号によって
開閉する震度感知型などがある。

　8. 2　自然貯水方式
　流入側、流出側にそれぞれ空気弁を設け、万一サイフォン作用が働いても空気弁の機能によ
り貯水槽内の水の流出を防止して、貯水する方式である。ただし、上下流の既設管が空気弁よ
りも高い位置にある場合は、高い方の管の破損ヵ所から濁水が槽内に混入する恐れがある。

　　　　注　①から④はサイフォンが防止される順序を示す。

：制水弁

緊急遮断弁

本
管

流出通路 開 流出通路 閉

流入通路 開 流入通路 閉
バイパス通路 閉 バイパス通路 開

貯
水
槽

：制水弁

本
管

緊急遮断弁

貯
水
槽

（流出連絡管および既設管）

②水の流出

①管破損

④空気の吸込み（サイフォン防止）

③水面の低下Ａ Ａ

（貯水槽）

水の流れ

（流入連絡管および既設管）

②水の流出

①管破損

平常時 緊急時

図25　強制貯水方式（例）

図26　自然貯水方式
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9.　給水方法

　貯水槽の人孔部に取水用の給水口金を設け、エンジンポンプなどを接続して、給水スタンドや給
水タンクなどの給水設備に送水する。また、ウイングポンプや手押し式プランジャポンプなどの手動
ポンプを用いて給水することもできる。

 

エンジンポンプ

給水ホース

給水口金

給水ホース

給水スタンド

Ａ

ウィングポンプ

給水ホース

給水口金

Ａ

図27　動力式（エンジンポンプの例）

図28　手動式（ウイングポンプの例）
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図28　手動式（ウイングポンプの例）
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10．メンテナンスの必要性

　耐震貯水槽が災害時に適正に機能させるために、貯水槽内、緊急遮断弁などのメンテナンス
が必要である。

10． 1　貯水槽内
（１） 貯水槽内、給水室の清掃
　デッキブラシなどを用いて清掃を行い、底部に溜まった堆積物は丁寧に拭き取る。
清掃は定期的に行うのが望ましい。

（２） 貯水槽内、配管のメンテナンス
　貯水槽本体、給水管、導水管などの腐食、塗装、継手状況、変形などを目視チェックを行
い、異常がある場合は補修、交換を行う。

10． 2　緊急遮断弁
　緊急遮断弁のメンテナンスは、メーカにより違いがあるが、一般に配管の接合部などの水漏
れの有無、遮断弁およびバルブの状態、開閉動作などの作動確認を行う。実際のメンテナン
スは、遮断弁を設置しているメーカに依頼をして、定期的に行うのが望ましい。

10． 3　付属設備
　給水設備、消火栓、空気弁などはフランジ継手を解体して行う。解体した付属設備は汚れ
を拭き取り、錆がある場合は塗料で補修する。なお、再接合時は解体したボルトナット、パッキン
は流用せず、新品で行う。
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11.　施工例

　（1） Ａ市
 貯水槽構造 ：分散型
 貯水容量 ：１００m3

 呼び径 ：２６００（流入出連絡管呼び径３００）
 接合形式 ：ＬＵＦ形
 全　　長 ：１９.２８m
 設置場所 ：中学校テニスコート
 貯水方式 ：強制貯水方式

単位 mm

仕切弁

仕切弁

既設配水管φ３００

ＬＵＦ形帽φ２６００ＬＵＦ形直管φ２６００×４ｍＬＵＦ形栓φ２６００

片落管φ３００×φ２５０

連絡管　ＳⅡ形φ３００

緊急遮断弁

平面図

側面図 給水室

１９２８０

給水室

１６
００

給水室
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　（2） Ｂ市
 貯水槽構造 ：集中Ⅰ型
 貯水容量 ：６０m3

 呼び径 ：２６００（流入出連絡管呼び径１００）
 接合形式 ：ＬＵＦ形
 全　　長 ：１２.２８m
 設置場所 ：市役所前広場
 貯水方式 ：強制貯水方式

仕切弁

仕切弁

既設配水管φ１００

緊急遮断弁

空気弁室

緊急開放弁

ＬＵＦ形帽φ２６００ＬＵＦ形直管φ２６００×３ｍＬＵＦ形栓φ２６００

側面図

平面図

１２２８０

１６
００

給水室
単位 mm
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　（3） Ｃ町
 貯水槽構造 ：集中Ⅱ型
 貯水容量 ：１００m3

 呼び径 ：２６００（流入出連絡管呼び径１００）
 接合形式 ：ＬＵＦ形
 全　　長 ：１９.２８m
 設置場所 ：給食センター駐車場
 貯水方式 ：強制貯水方式

単位 mm

仕切弁

仕切弁

既設配水管φ１５０

継ぎ輪緊急遮断弁

ＬＵＦ形帽φ２６００ＬＵＦ形直管φ２６００×４ｍＬＵＦ形栓φ２６００

側面図

平面図

緊急遮断弁室

１９２８０

給水室

１６
００
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　（3） Ｃ町
 貯水槽構造 ：集中Ⅱ型
 貯水容量 ：１００m3

 呼び径 ：２６００（流入出連絡管呼び径１００）
 接合形式 ：ＬＵＦ形
 全　　長 ：１９.２８m
 設置場所 ：給食センター駐車場
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仕切弁
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側面図

平面図

緊急遮断弁室

１９２８０

給水室

１６
００
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　（4） Ｄ市
 貯水槽構造 ：分散型（Ｕ字形）
 貯水容量 ：１００m3

 呼び径 ：２０００（流入出連絡管呼び径１５０）
 接合形式 ：ＬＵＦ形、ＵＦ形
 全　　長 ：３４.５６m
 設置場所 ：大学グラウンド内
 貯水方式 ：自然貯水方式

ＬＵＦ形帽φ２０００

連絡管　ＮＳ形φ１５０

ＬＵＦ形直管φ２０００×４ｍ
ＬＵＦ形直管φ２０００×５ｍ

ＬＵＦ形栓φ２０００

ＬＵＦ形直管φ２０００×５ｍ
ＬＵＦ形フランジ付きＴ字管φ２０００

人孔ふた

ＵＦ形曲管φ２０００×９０°

ＬＵＦ－ＵＦ形直管φ２０００×４ｍ

ＵＦ－ＬＵＦ形直管φ２０００×５ｍ

側面図

平面図

３３
０５

１７
５０

１６１２５

１５１３０

単位 mm

単位 mm
給水室
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（参考資料）
二次製品飲料水兼用耐震性貯水槽認定基準について

　（一財）日本消防設備安全センターの認定基準の概要を下記に示す。
　なお、製造メーカにより認定品目が異なるので、個別に確認下さい。

　（１）  貯水槽の区分
　　　貯水槽は設置場所、容量、内水圧により区分されている。その内容を表７に示す。

表7　貯水槽の区分

　（２）  貯水槽の基本事項
　　　主な基本事項を表８に示す。

表8　貯水槽の基本事項

 項　目 型　式 内　　容

 設置場所 Ⅰ型 公園などの自動車の進入がない場所

   （１０ｋＮ／m2の等分布荷重を考慮）
   Ⅱ型 自動車荷重２００ｋＮ

  Ⅲ型 自動車荷重２５０ｋＮ

 容量 ４０m3型 実内容量４０m3以上６０m3未満

  ６０m3型 実内容量６０m3以上１００m3未満

  １００m3型 実内容量１００m3以上

 内水圧 普通圧型 ０.７４ＭＰａ（最高許容圧力１.２３ＭＰａ）

  高圧型 １.２３ＭＰａ（最高許容圧力１.７２ＭＰａ）

 項　目 内　　　容

 水質・形状 圧力式水槽とし、水道施設としての要件を満たすこと。

 形状による分類 ・ダクタイル鋳鉄管製横円筒圧力タンク型

  ・鋼管製横円筒圧力タンク型

  ・鋼製横円筒圧力タンク型

  ・鋼製縦円筒圧力タンク型

  ・その他の型

 必須付帯設備 ・流入流出管

  ・緊急遮断装置

  ・空気弁

  ・採水口（７５mmメネジ２個以上）、導水管

  ・給水管、給水ポンプ、給水ホース

  ・人孔（内径６００mm以上）
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